
環境研究会　２００６年１２月２２日　討議内容覚え
「格付け評価側面における生物多様性」

背景
格付け項目の中で、最も低い評価結果となった「生物多様性の保全」について理解を深め、企業に対するアプローチの方法を検討する必要がある。今回は、建築分野との関連を中心に議論が進められた。



まず、木俣さんによる講演「建築の外皮緑化　現状と問題点」（注：外皮とは、屋根、外壁の総称）を伺った。ここでは、屋上と壁面の緑化を取り巻く現状について様々な課題と効果が紹介された。まず、耐久消費財として認識されている建築物を、持続可能な社会における良好なストックとして形成することが求められていることが挙げられた。その要件として、長寿命・省エネルギー・省資源と循環・（文化）継承とともに、自然共生が挙げられる。ここで自然共生とは、「自然環境と調和し、多様な生物との共存をはかりながら、良好な社会環境の構成要素として（建築物が）形成される」ことであり、①自然生態系を育む環境の構築；②都市部の自然回復・維持・拡大；③建築の環境影響への配慮がふくまれている。ここで①は、特に生物多様性に密接に関わるであろう。

　関連して、日本の都市の問題点として：①自然と人工物との関係について明確なコンセンサス＝文化・価値観が出来ていないこと；②一見旺盛な再生力に依存して、自然保護の重要性、エコシステムへの理解が不足していること；③建築・都市と緑との関係の見直しの方向として、都市の自然喪失・自然拒否状態の回復があげられるが、心理的ストレス緩和、ヒートアイランド化防止に緑の寄与を期待しているものの生物多様性という視点はないこと、が指摘された。
続いて、お話しは建築物に限られずに、そこから拡がっていった。それには次のようなものもあった：①失敗した都市計画から如何に再生を図るかが重要；②都市緑化の価値は何か。
　以上の御講演の後、フロアから活発な議論があった。その一部は次のようであった。
　屋上緑化・壁面緑化は、断熱効果は期待できる。癒し効果もあるであろう。しかし、生物多様性の面からは、マイナスではないだろうか。なぜなら、現状の多くは外国産の植物を輸入してきており、経済的でメンテナンスの簡単な扱いやすいモノが優先されている。このような外来種の導入が経済性などを理由に進めば、むしろ地域固有の生態系が破壊される心配がある。
そもそも建築物の緑化に生物多様性を期待することの当否自体に関して、意見は分かれるではあろうが、外来種の問題が深刻化している現在、それへの配慮を欠いた緑化は少なくとも否定されるべきであろう。むしろ、建築が生物多様性に寄与するとすれば、次のことが考えられるのではないか。すなわち、①人間が直接的にせよ間接的にせよ使用する面積を縮減することにより土地を自然に解放する（例：コンパクトシティ）；②都市の構築に地域産の材料を使う、③地域にあった生態系・土地などの特性にあった緑化を進める。

このような対応の長所として、生物多様性への寄与に加えて、自然との調和、自然地・農地の拡大、住みやすさと快適さ、自然地・農地の近接による生活者へのヒーリング効果、ウッドマイルの低減によるCO２排出量削減、再生材の有効活用などがあげられる一方、短所として、郊外にある土地の資産価値が下がる、日本は斜面が多く木材の機械伐採ができず労働コストもかかるため地域産資源利用はコストが高い、などがある。

この短所の克服には、環境（緑化）ベースの都市づくりへと建築に関するパラダイムシフトが求められる。すなわち、都市計画は企業、業界団体だけでは実現できないため行政とのコミュニケーションや協力が重要となり、緑化の普及対策、都市計画のビジョン、罰則規定等について、行政が具体的に取り組む必要があろう。さらに、これらの環境施策を行政に求めていくという企業側からの率先的行動は、結局、企業側にとってもメリットがある。したがって、そうした企業側からの行政に対する積極的な政策提案や緑化などの活動を、格付けを行う学会として評価していくべきではないか。
ＰＳby水谷：研究会の後で、①６００年以上も前に地産の高木を使った屋上緑化の例と②積水ハウスによる「５本の樹」という生物多様性に配慮した住宅キャンペーン、を知りました。これらは、建築分野でも生物多様性に寄与しうる実際の例かも知れません。
